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はじめに

近年，我が国の幼稚園，小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び特
別支援学校（以下「学校」という。）は，生涯学習の観点に立って教育課程が
編成され運営されてきている｡特に,｢臨時教育審議会｣(昭和59年～昭和62年）
が“生涯学習体系への移行”を提言してから，その傾向は顕著になった。
その間，ユネスコ(UNESCO)では，昭和40年の第３回成人教育推進国際
委員会でポール・ラングラン(PaulLengrand)が提唱した生涯教育(1'education
permanente)の概念をより実践レベルに進展させる取り組みを行っている。例
えば，教育国際委員会報告書「LeamingtoBe｣(昭和47年）の「生涯教育は，
きたるべき時代の教育政策の基本概念｣(I)､21世紀教育国際委員会報告書
「Learning:TheThFeasureWithin｣(平成８年）の「学習の４本の柱｣(2)など生涯
教育・生涯学習の概念や内容・方法の拡充に関する勧告や提言などがあげら
れる。
平成18年12月に改正された教育基本法（平成18年法律第120号)(以下「教
育基本法」という。）で教育の目的（第１条）と生涯学習の理念（第３条）が
学校教育と社会教育で共有され，また，平成19年６月に公布された学校教育
法等の一部を改正する法律（平成19年法律第96号）によって，学校が教育目
標を達成するために，「生涯にわたり学習する基盤が培われるよう，意を用い
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る｡」(3)ことが規定された。つまり，この一部改正は，教育基本法での生涯学
習の理念や公共の精神，生命や自然を尊重する態度などの新しい教育の理念
を具現化するための新たな学校教育の目標を明らかにしたのである。そのこ
とは，各学校段階で児童・生徒に生涯学習の基盤を培うための教育目的や目
標が設定できる環境を整備したといえよう。
平成20年３月28日に告示され平成23年４月から小学校で全面実施（中学校
は24年４月，高等学校は25年４月から）された学習指導要領(4)（以下「新学
習指導要領」という。）は，これら教育基本法や学校教育法などの法令の規定
をはじめ，時代の変化により派生した新たな課題への対応や前回の学習指導
要領の分析結果などを基礎資料とし，児童・生徒に生涯学習の基盤をはぐく
むという観点に立って改訂されている。
本稿では，学校がこの新学習指導要領に基づき教育課程を編成し実施する
中で，生涯学習の観点に立った教育活動を効果的に行うための方向性を考察
することとした。

ｌ生涯学習と新学習指導要領

本稿での生涯学習の観点は，ユネスコの成人教育国際推進委員会が昭和
40年の第３回委員会でラングランが提唱した生涯教育の概念に基づき，ユネ
スコ事務局長にあてた勧告文中の次の定義とする。それは，「人間の一生を通
して行なわれる教育の過程（それゆえに，全体として総合的な構造であるこ
とが必要な教育の過程）をつくりあげ活動させる原理として，〈生涯教育〉と
いう構想を承認するべきである。そのために，人の一生という時系列にそっ
た垂直的な次元と，個人および社会の生活全体にわたる水平的な次元の双方
について，必要な統合を達成するべきである」(5)ということである。

(l)新学習指導要領までの学習指導要領と生涯学習
“生涯学習体系への移行”を提言した臨時教育審議会の第１次から第４次

にわたる答申後にはじめて改正された学習指導要領(平成元年３月l5日告示）
では,「これからの社会の変化とそれに伴う生徒の生活や意識の変容に配慮し
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つつ，生涯学習の基礎を培うという観点に立ち,２１世紀を目指し社会の変化
に自ら対応できる心豊かな人間の育成を図る」(6)ことを基本的なねらいとす
るなど，学校教育を児童・生徒の生涯学習の基盤形成という視点で捉えてい
る｡そして,文部科学省は,｢現行の学習指導要領の趣旨を実現するためには，
自ら学ぶ意欲や思考力，判断力，表現力などの資質や能力を重視する学力観
に立って，学習指導の工夫改善を図ることが重要である｡」という生涯学習の
観点に立ち自己教育力の育成を重視した「新しい学力観｣(7)を提唱した。
平成10年12月14日に告示された学習指導要領では，学校と地域社会との有
機的な連携を前提としながら，「平成14年度から実施される『完全学校週５日
制』の下で，各学校がゆとりの中で特色ある教育を展開し，生徒に豊かな人
間性や基礎･基本を身に付け,個性を生かし,自ら学び自ら考える力などの[生
きる力(8)]を培うこと」(9)を基本的なねらいとしていた。
また，「生涯学習の考え方を進めていくため，時間的にも精神的にもゆとり

のある教育活動が展開される中で，生徒が基礎・基本をじっくり学習できる
ようにするとともに，興味・関心に応じた学習に主体的に取り組むことがで
きるようにする必要がある｡」('0)としている。その一環として，生徒の興味・
関心を持続させる横断的で総合的な学習といえる，総合的な学習の時間を創
設した。
平成15年12月26日には，学習指導要領の一部を改正した。その主な改正点
は，学習指導要領は国としての教育課程の一定の基準を明示したものである
とし，学校の裁量権を拡充したことといえよう。つまり，学習指導要領は，
すべての児童・生徒が全国どこでも同じ水準の学校教育を受けることができ
るための基準であるとし，各学校ではこの学習指導要領に示されていない教
科・科目などを加えることができるとしたのである。

(2)生涯学習と新学習指導要領
新学習指導要領では,教育基本法や学校教育法などの法令の規定をはじめ，
時代の変化やOECD(経済協力開発機構）のPISA(Programmefbrlntemational
StudentAssessment)ショックなど新たな課題への対応，前回の学習指導要領
の分析結果などを基礎資料とし改訂されている。
その改訂の基本方針として，前回の学習指導要領が基本的なねらいとした
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[生きる力]を継承し発展させている。この[生きる力]を新学習指導要領では，
「いかに社会が変化しようと，自ら課題を見つけ，自ら学び，自ら考え，主
体的に判断し，行動し，よりよく問題を解決する資質や能力，自らを律しつ
つ，他人とともに協調し，他人を思いやる心や感動する心などの豊かな人間
性，たくましく生きるための健康や体力など」（小学校新学習指導要領解説総
則編第１章２改訂の基本方針①）と纏めている。そして，新学習指導要領
では，関係者がこの[生きる力]の理念を共有することを求めている。また，
この[生きる力]を児童・生徒が身に付けるために必要な確かな学力，豊かな
心,健やかな体の調和のとれた育成などを重視している｡その理由は,この[生
きる力]の理念や内容などがOECDのPISA調査の概念的な枠組みとして定義
付けた主要能力(Keycompetencies)('')を先取りしており，知識基盤社会
(Knowledge-basedsociety)において益々重要とされているからである。
そして,新学習指導要領の教育課程編成の原則では，「各学校において，［生
きる力]をはぐくむことを目指し,創意工夫を生かした特色ある教育活動を展
開する中で，基礎的・基本的な知識及び技能を確実に習得させ，これらを活
用して課題を解決するために必要な思考力，判断力，表現力その他の能力を
はぐくむとともに，主体的に取り組む態度を養い，個性を生かす教育の充実
に努めなければならない｡」('2)とした。
新学習指導要領と前回の学習指導要領と比較すると，小学校では国語・社

会・算数・理科・体育の授業時数を10%程度増加し，週当たりのコマ数を低
学年では週２コマ，中高学年では週１コマ増加した。また，中学校では国語・
社会・数学・理科・外国語・保健体育の授業時数をlO%程度増加し，週当た
りのコマ数を各学年で週１コマ増加した。そして，言語活動や道徳，理数教
育や外国語教育，体育の充実を目指している。
これらのことから，新学習指導要領でも，教育基本法第１条（教育の目的）

や第３条（生涯学習の理念）をはじめ学校教育法第30条の２項（生涯にわた
り学習する基盤）などの関係法令を踏まえ，生涯学習の観点に立って教育課
程（｢学校教育法施行規則」平成20年度３月に改訂）が編成できるように配慮
されているといえよう。
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２生涯学習の観点に立った学校と学校教育

今日，生涯学習の観点に立った学校の主な役割とは，おおよそ次の二つに
集約されよう。その一つは，児童●生徒の生涯にわたる学習活動の基盤を培
う学校教育活動である○二つには，地域社会の人々に学校の施設と機能を開
放し，グループ°・サークル活動や学習機会の提供事業などを支援することで
ある。つまり，学校が社会教育施設として積極的に機能することが求められ
ているということである。
これらの教育・学習活動が実施できるのは，教育基本法第１条の教育の目

的と第３条の生涯学習の理念を学校教育と社会教育が共有していることによ
る。また，学校教育法第３1条('3)と社会教育法第３条の３(14)と第９条の３の
２(15)などにより，学校教育と社会教育相互の協力．連携や社会教育主事の学
校教育への助言などが規定されているからである。よって，学校が，児童．
生徒の各時期（学年）における学習活動の支援や地域の教育資源の活用と地
域を舞台とした学習活動の展開という，系統的・横断的・体験的な学校教育
活動を容易に推進できるのである。さらに，児童．生徒は､学校教育だけでな
く家庭教育や社会教育の領域でも学習活動を展開している。そこで，これら
三者の有機的な連携や協力が求められているのである。
ここでは，児童．生徒の生涯にわたり学習する基盤を培う学校教育のみを

とりあげた。また，以下の“学習活動の保障”とは，児童．生徒が生涯にわ
たって自らの意思で必要に応じて学習することができる学習意欲と新しい学
力観に基づく確かな学力を定着させることを意味している。

(l)児童・生徒の生涯にわたる学習活動の保障
新学習指導要領は，生涯教育の垂直的な統合の理念である「人生という時

系列に沿った垂直的な次元の教育機会の統合」の実現を目指している。例え
ば，小・中・高校の順に新学習指導要領を結びつけると，児童・生徒の心身
の発達段階や教育の適時性などを配慮し,小学校から中学校へ,中学校から高
等学校へ,高等学校から大学など学校間の接続や学校から社会（就職）へのソ
フト・ランディングが容易にできるよう系統的で発展的な教育課程が編成で
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きるのである。この教育課程では，児童・生徒の学習活動の保障が絶えず検
証されなければならない。
具体的には，中等教育学校や併設型の中学校と高等学校など学校制度をは
じめ，幼小連携や小中一貫教育，中高連携や高大連携など学校間のカリキュ
ラムの系統性や連続性，精選などのシステム化があげられる。

(2)児童・生徒の生活の場における学習活動の保障
新学習指導要領では，生涯教育の水平的統合といわれている「あらゆる人
間の生活の場という水平的な次元の教育機会の統合」という視点も導入して
いる。このことは，教育基本法第13条の「学校，家庭及び地域住民等の相互
の連携協力」や学校教育法第43条等の「学校情報の提供と保護者や地域住民
等への理解と協力，連携・協力の推進」などを根拠としている。
新学習指導要領の「教育課程編成の一般方針」（第１章第１節のl)では，
各学校に地域や自らの学校の実態，児童の心身の発達段階や特性を十分に考
慮した適切な教育課程の編成を行うこととしている。また，「指導計画の作成
等に当たって配慮すべき事項」（第１章第４の２の0"）では，各学校はその目
的を達成するために家庭や地域社会との連携を深めることを求めている。
これらのことから，教育課程は，優れた教師と教育専用の施設・設備を備

えた学校の教育機能だけでなく，保護者や地域の教育資源を積極的に活用し
て編成することが必要ということである。その教育課程に基づく教育活動の
の中で，児童・生徒がそれぞれの目標を達成するとともに，学習に関する興
味・関心を高めることや生きて生活していることが学習に結びつく体験を行
うなど，幅広い学習活動の保障が可能といえよう。
これら教育資源を存分に活用できる教育課程としては，生活科や外国語活

動，総合的な学習の時間や道徳，特別活動のほか，キャリア教育や環境教育
など複合的・横断的教育などがあげられる。

３新学習指導要領で実施可能な生涯学習の基盤の形成

新学習指導要領で扱う小学校の教育課程は,学校教育法施行規則(平成20年
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３月改正）第50条によって，「各教科，道徳，外国語活動，総合的な学習の時
間並びに特別活動で編成する（中学校は外国語活動を，高等学校では道徳と
外国語活動を除く。)」（以下「各教科等」という。）としている。
また，学校教育法第30条の２項によると，教育の目標を達成するために，

生涯にわたり学習する基盤が培われるよう，基礎的知識・技能の習得や課題
発見・解決のための思考力，判断力，表現力等をはぐくみ，主体的に学習に
取り組む態度を養うこととされている。
さらに，同法31条では，教育指導にあたって，社会教育関係団体や機関と

の連携に配慮しながら，ボランティア活動などの社会奉仕や自然などとの体
験的な学習活動の充実に努めることとされている。
これらのことから，各学校では，新学習指導要領に基づき，生涯学習の観

点に立って各教科等で実施することが可能といえよう。

４生涯学習の観点に立った教育課程を効果的に実施す
る方向性

各教科等が生涯学習の観点に立って効果的に実施できるための方向性とし
ては，先ず，児童・生徒の興味関心に基づき持続的な学習活動が意欲的に行
われるような配慮が必要である。そのためには，学校内という枠だけの学習
活動だけでなく，地域の特技を有する人々や伝統芸能，豊かな自然や社会教
育施設など教育資源の活用をはじめ地域を舞台にした校外での学習活動の促
進があげられる。
つまり，新学習指導要領のもとで，生涯学習の観点に立って各教科等を効

果的に実施するためには，学校教育関係者が生涯学習の理念や学校教育と社
会教育との連携('6)(以下「学社連携」という。）や融合(I7)(以下「学社融合」
という。）の理解を深化させた学校教育活動を推進することが肝要といえる。
そのためには，学校教育と社会教育の関係者が各教育の領域について相互に
理解するとともに，授業（事業）の実施にあたっては連携し融合しあうこと
が不可欠といえよう。特に，学校関係者は，［生きる力]をはく’くむ教育活動
の検証を基盤にし，「教育観から学習観へ，完結から継続へ，単独から連携・
融合へ｣('8)という価値観を共有することが必要といえよう。社会教育の機関
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や団体などの関係者は，地域の教育資源を活用した学校教育活動に対する十
全な支援が肝要である。
具体的には，教育委員会がリーダーシップ°を発揮し，以下のような推進策
を展開する必要がある。

(1)[生きる力]と家・学・社の連携・融合の理念の共有
児童･生徒に[生きる力]を習得させるためには，その生活の場である家庭・
学校・地域社会（以下「家・学・社」という。）の関係者がそれぞれの分野で
固有の教育機能を十分に発揮するとともに，必要に応じて連携し融合した教
育・学習活動を展開する必要がある。そして，児童・生徒が[生きる力]を体
系的・総合的にはぐくむことができるよう，関係者は[生きる力］と新学習指
導要領の総則編についての理解を深化させることが肝要である。特に，道徳
や環境教育など児童・生徒の生活の場のすべてを活用した教育活動などは，
保護者の参画を得て，家・学・社連携や融合の授業（事業）として展開する
ことが効果的といえよう。
そのためには，学校単位で家・学・社の関係者が一堂に会し，［生きる力］
と新学習指導要領とのかかわりを，本音で理解し実践できる方策を研究しあ
う機会を提供することが必要である。また，現職教員の研修プログラムや大
学の教職課程などでは，生涯学習概論や学社連携・融合論を履修必修科目と
することが肝要といえよう。

(2)社会教育で蓄積している体験学習のノウハウの学校への提供
新学習指導要領では，学校は社会教育の関係団体や機関などとの連携に配
慮しながら体験的な学習活動の充実に努めることとされている。また，社会
教育主事は，学校がこれら団体や機関等の協力を得て教育活動を行う場合に
は求めに応じて助言を行うことができるのである。
これら体験的な学習活動は，従来から社会教育における青少年教育として

取り組まれている。また，その内容・方法や評価法等については青少年の社
会教育活動やマルカム・ノールズ(Knowles,M,)などが提唱した「アンドラ
ゴジー(Andragogy)｣(19)に基づく実証的な調査．研究などにより検証され確
かな教育財産(know-how)として集積されている。このアンドラゴジーに関
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してノールズは，成人の学習を援助する科学と技術と定義し，子どもに教え
る科学と技術をペタゴジー(Pedagogy)と定義した。そして，このアンドラ
ゴジーが青少年教育の特定分野で優れた教育効果を生みだすことが実証され
つつあったので，「これらのモデルは，二分法的というよりはむしろひとつの
スペクトルの両端としてみたほうが，おそらくより現実的であろう｡｣(20)と付
言されている。
学校教育では，これら社会教育に関するノウハウを新学習指導要領に基づ
く教育課程の編成や教育活動を効果的に行うために必要としているのである。
今こそ，社会教育主事の経験や任用資格を有する学校関係者をはじめ，現職
の社会教育主事や学校支援ボランティアなど社会教育関係者が中心となって，
社会教育のノウハウを学校教育に積極的に導入することが喫緊の課題といえ
よう。

(3)地域社会の教育資源の顕在化と活用
地域社会には，長く人生を生きてきている人々や優れた特技を有する人物
をはじめ豊かな自然や文化財，社会教育施設や文化施設など学校教育で活用
できる教育資源が豊富に存在している。しかし，学校教育では，これらの教
育資源を必ずしも十分に活用されているとはいえない状況にあるといわれて
いる。
そこで，生涯学習行政は，これらの教育資源を学校が容易に活用できるよ
う，情報の提供をはじめ学習プログラムや教材作成など生涯学習情報提供・
学習相談事業を整備する必要がある。

(4)家・学・社連携・融合授業（事業）の促進
各学校が新学習指導要領に基づいた教育課程を効果的に編成し教育目標や
指導内容・方法を設定する場合には，学校の実情や地域社会の実態を的確に
把握し，必要に応じて活用することが肝要といえよう。例えば，家庭や地域
の人々に学校の教育活動の理解と協力を求めるとともに，地域の教育資源を
活用する学社連携や学校教育の授業と社会教育の事業などを一緒に行う学社
融合をはじめ家庭・学校・地域社会の関係者が一体となって行う家・学・社
連携・融合授業（事業）を，各学校や地域の実態や実情を勘案して，できる
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ところから創りあげ実施するということなどである。
これら連携・融合授業（事業）としては，総合的・横断的な総合的な学習

の時間や合科的・関連的な指導を行う生活科や道徳，系統的で体験を重視す
る教科,キャリア教育や環境教育,外国語活動や特別活動などが考えられる。
また，学校支援ボランティア事業や学校支援地域本部事業など，家庭や地域
社会で学校教育活動を支援する事業を充実することも必要である。

(5)家．学・社を結びつける窓口とコーディネーターの設置
家・学・社（特に学・社）の連携・融合授業（事業）や学校支援事業を拡
充するためには，学校教育行政や社会教育行政をはじめ各学校や公民館など
直接連携・融合授業（事業）を行う機関に専用の窓口（分掌）の設置と担当
者（コーディネーター）の配置が不可欠といえよう。
この窓口については，学校の校務分掌では，生涯学習や連携･融合の理念の

共有化と実施だけでなくPTAや家庭教育学級など社会教育にかかわる分野
も幅広く担当できるよう生涯学習セクションとすることが，また，社会教育
の事務分掌では,学社連携･融合と開かれた学校づくりを支援することも含め
学校支援セクションとすることが考えられよう。
コーディネーターについては，教員や社会教育主事など現職者へ委任する
ことや非常勤の専任職員を配置することが考えられる。そして，学校教育と
社会教育に設置されるコーディネーターが，それぞれの立場で連携や融合授
業（事業）の企画・運営・評価などを効果的に支援するために，情報交換や
研修の機会を提供することが必要である。

(6)家・学・社が連携し融合し学校教育活動を推進するための基盤整備
各学校が，新学習指導要領に基づき，生涯学習の観点に立って児童・生徒
に[生きる力]をはぐくむ教育活動を拡充するためには，組織的な支援体制を
整備し家・学・社の連携・融合授業（事業）を拡充することが緊要な課題と
いえよう。
そのためには，先ず，生涯学習行政セクションが中心となって，関係する

人々を対象とした意思決定の会議や資質・能力の向上を目指した研究・研修
会などを開催することが大切である。次に，これらの会議等を経て，家・学．
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社の連携・融合授業（事業）に関する推進組織や専用の窓口（分掌）と担当
者の設置など家・学・社連携・融合を総合的に展開できる推進システムを構
築し実施する必要がある。その推進システムの事業としては，学社連携・融
合実践マニュアルなど資料・教材の作成や情報提供・学習相談事業，グルー
プ・サークル支援事業やリーダー養成事業の充実など連携・融合に関する基
盤を整備・拡充することといえよう。

おわりに

我が国の学習指導要領は,第２次世界大戦後,昭和22年に試案としてスター
トした。その試案は，米国のバージニア・う°ランやカルフォルニア・う°ラン
をモデルとして経験主義や単元学習を重視し編成した教育課程であった。そ
して，昭和33年からは，各教科の持つ系統性を重視し，基礎学力の向上を目
指している。
平成20年３月告示された新学習指導要領では，各教科重視という系統主義
が中心であるが，生活科や総合的な学習の時間，体験学習の拡充など経験主
義も含めた教育課程が編成されるようになっている。それは，新学習指導要
領が学校教育の方向性として，「知識基盤社会」や「知の循環型社会」といわ
れる現代にあって,２１世紀の担い手である児童・生徒に[生きる力]をはぐく
むことを目指し，生涯にわたる学習の基盤を培うことを明らかにしたからと
いえよう。つまり，新学習指導要領では，児童・生徒が容易に学校間や社会
へソフトランランディングできるように，学校制度や学校間の連携をはじめ
基礎的・基本的な知識・技能の確実な習得と思考力・判断力・表現力のバラ
ンスを重視し，豊かな心や健やかな体の育成と学習習慣の確立などを目指し
ているといえよう。
本稿は，新学習指導要領に基づき，生涯学習の観点に立った学校教育の方
向性を中心とした。今後は，生涯学習の観点にたった学習指導要領における
学校教育の在り方について，学校間の連携や家・学・社，特に学・社の連携・
融合による授業（事業）などの実証的な研究を深化させ，一般化・法則化で
きる理論の構築と各教科等に対応できる具体的な提言に努めたい。
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